
フロー・チャートを使って学ぶ会計実務 第15回 「関連当事者との取引の注記」   
（※関連当事者の注記に関する全ての論点を取り扱っているわけではありません。） 

【
S
T
E
P
１
】
 
関
連
当
事
者
の
範
囲
の
把
握
 

（１）連結財務諸表（計算
書類）作成会社の法人主
要株主は存在するか？ 

（１）連結財務諸表（計算書
類）作成会社の個人主要
株主、その近親者は存在
するか？ 

YES 

NO YES 

関連当事者に該当する。 

関連当事者に該当する。 

（２）連結財務諸表（計算書類）作成
会社の役員 

関連当事者に該当する。 

（２）連結財務諸表（計算書
類）作成会社の役員に近親
者は存在するか？ 

YES 
関連当事者に該当する。 

（３）親会社はあるか？ 

NO 

NO 

YES 
関連当事者に該当する。 

（４）親会社の役員に近親者
は存在するか？ 

（４）親会社の役員 関連当事者に該当する。 

関連当事者に該当する。 
YES 

NO 

NO 

関連当事者に該当する。 
YES 

（５）子会社 

（６）重要な子会社の役員、
その近親者は存在する
か？ 

関連当事者に該当する。 
YES 

（７）関連会社、その子
会社は存在するか？ 

関連当事者に該当する。 
YES 

（８）兄弟会社は存在する
か？ 

関連当事者に該当する。 
YES 

（９）その他の関係会社、
その他の関係会社の
親会社・子会社は存在
するか？ 

関連当事者に該当する。 
YES 

NO 

NO 

（10）上記（１）、（２）、（４）、

（６）の者が議決権の過半

数を自己の計算において

所有している会社、その

子会社は存在するか？ 

関連当事者に該当する。 
YES 

NO 

（11）従業員のための
企業年金は存在する
か？ 

関連当事者に該当する。 

（関連当事者の範囲の検討終了） 

YES 

NO 

関連当事者の範囲の検討終了 

NO 

NO 



フロー・チャートを使って学ぶ会計実務 第15回 「関連当事者との取引の注記」   
（※関連当事者の注記に関する全ての論点を取り扱っているわけではありません。） 

【
S
T
E
P
２
】
 
関
連
当
事
者
と
の
取
引
の
把
握
 

（１）有価証券報告書作
成か？計算書類作成
か？ 

（１）① 有価証券報告書における取引の集計 
 
 
 
 
 
 

（１）② 計算書類作成における取引の集計 
 
 
 
 
 
 

有価証券報告書の場合、連結ベースで注記するため、連結子会社
は関連当事者に該当せず、連結会社（連結財務諸表作成会社と連

結子会社）と関連当事者の取引について集計する。そのため、連結
財務諸表を作成するにあたって相殺消去した取引は集計する必要

はない。 
  
また、関連当事者に対する債権が貸倒懸念債権及び破産更生債
権等に該当する場合、貸倒引当金・債務保証損失引当金等、貸倒

引当金繰入額・債務保証損失引当金繰入額等、貸倒損失額（一般
債権に区分されている場合において貸倒損失が生じた場合を含

む）も注記対象であるため、取引として集計する。 
 

有価証券報告書作成 

計算書類の場合、個別ベースで注記するため、計算書類作成会社
と関連当事者の取引についてのみ集計する。 
  
例えば、以下の取引については、集計する必要はない。 
・子会社同士の取引 
・子会社と関連会社の取引 
  
また、以下のものは、計算書類では関連当事者に該当しないため、
以下のものとの取引も集計する必要はない。 
・重要な子会社の役員及びその近親者と計算書類作成会社との 
 取引 
・重要な子会社の役員及びその近親者が議決権の過半数を自己 
 の計算において所有している会社及びその子会社と計算書類 
 作成会社との取引 

計算書類作成 

（２）上記（１）の集計に
役員に対する報酬等は
あるか？ 

（２）上記（１）の集計から除く。 

（３）上記（１）の集計に
一般競争入札による取
引はあるか？ 

（３）上記（１）の集計から除く。 

（４）上記（１）の集計に
預金利息及び配当の
受取りはあるか？ 

（４）上記（１）の集計から除く。 

（５）上記（１）の集計に上
記（２）～（４）以外の取引
で取引条件が一般の取引
と同様の取引はあるか？ 

（５）上記（１）の集計から除く。 

（５）（１）で集計した取引から（２）～（５）の取引を除いた取

引について、【STEP３】での重要性の判定の対象となる。 

NO 

YES 

YES 

YES 

YES 

NO 

NO 

NO 



フロー・チャートを使って学ぶ会計実務 第15回 「関連当事者との取引の注記」   
（※関連当事者の注記に関する全ての論点を取り扱っているわけではありません。） 

【
S
T
E
P
３
】
 
重
要
性
の
判
定
 

有価証券報告書作成か？
計算書類作成か？ 

（１）有価証券報告書作成の場合の重要性の判定 
 
 
 
 
 

有価証券報告書作成 

②法人グループにおける重要性の判定  

① 法人グループに該
当するか？個人グルー
プに該当するか？ 

（２）計算書類作成の場合の重要性の判定 
 
 
 
 
 
 

②個人グループにおける重要性の判定  

（ⅰ）連結損益計算書項目における重要性の判定 

（ⅱ）連結貸借対照表項目等における重要性の判定 

法人グループ 

連結損益計算書項目及び連結貸借対照表項目等のいずれに係る取引についても、1,000 万円を超える取引については、注記を行う。 

計算書類作成 
（２）へ（※） 

個人グループ 

（※）より 

計算書類における関連当事者の注記においても、重要なものだけ注記する。ただし、重要性の判断基準は有価証券報告書作成の場合（上記

（１））のように会社計算規則では規定されていない。 
  

そのため、各社で重要性の基準を設けて注記が必要かどうかを判定する必要がある。実務的には、有価証券報告書作成の場合の重要性の

判定と同様に行うことが多いと考えられる。 

【STEP４】（１）へ 

【STEP４】（２）へ 



フロー・チャートを使って学ぶ会計実務 第15回 「関連当事者との取引の注記」   
（※関連当事者の注記に関する全ての論点を取り扱っているわけではありません。） 

【
S
T
E
P
４
】
 
関
連
当
事
者
の
注
記
 

【STEP３】（１）より 

（１）有価証券報告書における関連当事者の注記 
 
 
 
 
 
 

① 関連当事者の概要 

 ［法人の場合］ 

 ･･･所在地、資本金（出資金）、事業の内容、関連当事者の議決権に対する連結財務諸表作成会社の所有割合又は、連結財務諸表作成会社の 

   議決権に対する関連当事者の所有割合 

 ［個人の場合］ 

 ･･･職業、連結財務諸表作成会社の議決権に対する関連当事者の所有割合 

② 連結財務諸表作成会社と関連当事者との関係 

③ 取引の内容。なお、形式的・名目的には第三者との取引である場合は、形式上の取引先名を記載した上で、実質的には関連当事者との取引 

  である旨を記載する。 

④ 取引の種類ごとの取引金額 

⑤ 取引条件及び取引条件の決定方針 

⑥ 取引により発生した債権債務に係る主な科目別の期末残高 

⑦ 取引条件の変更があった場合は､その旨､変更内容及び当該変更が連結財務諸表に与えている影響の内容 

⑧ 関連当事者に対する貸倒懸念債権及び破産更生債権等に係る情報（貸倒引当金残高、貸倒引当金繰入額、貸倒損失額等）。関連当事者の種類ごと 

  に合算して記載することができる。 

⑨ 関連当事者との取引に関して、貸倒引当金以外の引当金が設定されている場合において、注記することが適当と認められるものについては、⑧に準ず 

  る事項 
 

（※）下線部分は、計算書類では注記は求められていないが、有価証券報告書においては、注記が求められている箇所である。  

【STEP３】（２）より 

（２）計算書類における関連当事者の注記 
 
 
 
 
 
 

① 関連当事者の概要 

 ［法人の場合］ 

 ･･･名称、関連当事者の総株主の議決権の総数に占める計算書類作成会社の議決権の数の割合、計算書類作成会社の総株主の議決権の 

   総数に占める関連当事者が有する議決権の数の割合 

 ［個人の場合］ 

 ･･･氏名、計算書類作成会社の総株主の議決権の総数に占める関連当事者が有する議決権の数の割合 

② 計算書類作成会社と関連当事者との関係 

③ 取引の内容 

④ 取引の種類別の取引金額 

⑤ 取引条件及び取引条件の決定方針 

⑥ 取引により発生した債権又は債務に係る主な項目別の当該事業年度の末日における残高 

⑦ 取引条件の変更があったときは、その旨、変更の内容及び当該変更が計算書類に与えている影響の内容 


